
 

低レベル放射性廃棄物搬出検査装置の放射能測定プログラムの不具合事象の推定原因および再発防止対策等について

１．はじめに

 年８月、中国電力（株）島根原子力発電所、四国電力（株）伊方発電所、北陸電力（株）志賀

原子力発電所および日本原子力発電（株）敦賀発電所（以下、「４社」「４発電所」という。）から、

低レベル放射性廃棄物搬出検査装置（以下、「検査装置」という。）の放射能測定プログラムの不具合

に伴い、 社が当社に提出した「廃棄物埋設確認申請書（廃棄体用）」（以下、「申請書」という。）の

放射能濃度が適切に評価されていないものがあるとの連絡を受けた。

 今般、その後４発電所において実施された詳細調査の結果に基づき検討した本事象の影響評価、再

発防止対策、水平展開調査結果を取りまとめた。

２．本事象の概要および発生状況（推定原因）

 当該検査装置の放射能測定装置の構成を図－１に示す。４発電所の廃棄体の放射能量は、廃棄体を

高さ方向に９分割して測定し、９個のスライスデータを合算して算出している。

 放射能測定装置の放射能解析プログラムでは測定器（ ）の状態を定期的に監視しているが、

の状態が「測定中」から「測定完了」に切り替わる僅かな時間にこの監視がなされると、当該スラ

イスの測定結果が保存されずに次のスライスの測定に移ってしまうことがある。これによって一部

のスライスデータ欠損が生じ、廃棄体の放射能量が少なめの評価となる。

 また自動運転中の制御プログラムの操作によりプログラム再起動が発生しスライスデータが欠損し

たと推定される事例があった。

 スライスデータの欠損発生状況を表－１に示す。

表－１ スライスデータの欠損発生状況

３．本事象の影響評価

 スライスデータが欠損しているか、または現存しない廃棄体（以下、当該廃棄体と記す）について、

廃棄体の性状などの違いにより以下に分類した方法で放射能量および放射能濃度の評価を行った。

分類 適用発電所 評価の方法

スライスデータが現

存する廃棄体

区分：１号、２号（溶

融））

１号

（１スライス抜け）

敦賀：１本、伊方：８本＊

（４スライス抜け）

敦賀：１本

欠損部の計数率を補填するため、人為欠損

モデルから評価係数を求めて評価する。

２号（溶融）

（１スライス抜け）

敦賀： 本

当該廃棄体の金属層およびセラミック層

領域の計数率比、高さを考慮した計数率分

布形状並びに欠損部位に隣接するスライ

スの計数率から評価する。

スライスデータが現

存する廃棄体（区

分：２号）

（１スライス抜け）

敦賀 本＊

校正用線源ドラム缶をモデルに、欠損スラ

イスデータを隣接する上下スライスデー

タから推定する比率を求め、評価する。

スライスデータが現

存しない廃棄体（区

分：１号）

敦賀： 本

（表 で集計した 本のうち、計算

値と申請値との比較の結果）

原廃棄物の放射能濃度による計算値と申

請値との比較、および人為欠損モデルから

評価計数を求めて評価する。

スライスデータが現

存しない廃棄体（区

分：２号）

島根： 本

志賀：４本

再現試験を踏まえ、スライスデータ欠損の

可能性はなく評価は不要。

 これらの評価方法に基づき当該廃棄体を埋設した埋設施設の放射能量および当該廃棄体の放射能

濃度について、以下を確認している。（※返送する廃棄体 本（６．参照）は対象外とした）

・当該廃棄体を埋設した埋設施設の放射能量は当社の管理基準値を下回る。

・当該廃棄体の核種ごとの放射能濃度は、核種ごとに定めた最大放射能濃度を下回る。
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＊表－①において評価対象とした廃棄体のうち管理建屋にある廃棄体(伊方:2 本,敦賀:12 本)は発電所に運搬するため評価不要 
（評価が必要な廃棄体は 280 本） 

スライス欠損廃棄体 本の内訳： スライス欠損 本、 スライス欠損 本（敦賀発電所 号廃棄体）

管理建屋に保管されている廃棄体は敦賀発電所 本、伊方発電所 本であり、このうち敦賀発電所の廃棄体 本（②の

号廃棄体）、伊方発電所の廃棄体 本（ 号廃棄体）の合計 本に②スライス欠損あり（ スライス欠損）が生じている。

敦賀 本の内訳：直接充填固化体 本、溶融固化体 本。

②ｽﾗｲｽ欠損有 ③ｽﾗｲｽ欠損なし 埋設済 管理建屋
(内、ｽﾗｲｽ

欠損有)

島根 2号

1号 評 評

2号 評

1号 評

2号

志賀 2号

1号

2号

合計

発電所 区分 申請本数

埋設状況（本）

受入済
発電所

伊方

小計

敦賀

①ｽﾗｲｽﾃﾞｰﾀ
現存せず

ｽﾗｲｽﾃﾞｰﾀ現存

ｽﾗｲｽﾃﾞｰﾀの欠損発生状況（本）

①と②の合計

核種（ 核種）の

スライスデータを合計し、

核種の放射能量算出。

放 射 能測
定 制 御プ
ログラム
メーカ製作

運転制御
プログラム
（メーカ製作）

核種の放射能量に （ｽｹｰﾘﾝｸﾞ

ﾌｧｸﾀ）を乗じること等によりその

他 核種の放射能量を評価。
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４．再発防止対策 

４．１ ４発電所における再発防止対策 

 測定時に測定時間のエラーが発生した際にデータを格納しないままで測定を終了するプログラ

ムを無効化する。 

 各スライスの測定データのファイルサイズを確認し、データ欠損等異常の発生により通常と異な

る場合はエラー信号を発信し、測定を停止させる機能を追加する。 

 検査装置の調達時や改造時にメーカ設計の専用プログラムと汎用プログラムの取り合いを確認

する。 

 自動運転中の制御プログラムの操作を禁止する。 

４．２ 当社における再発防止対策 

 ４発電所が実施するとした再発防止対策が確実に行われていること、また全発電所を対象に検査

装置の新規設置・改造時にプログラムの取り合いに関して正しく処理されることを、廃棄体確認

監査等にて確認する。 

 申請データを用いた放射能濃度、表面線量当量率の相関確認はこれまでも実施してきているが、

特異なデータを見いだした場合は電力に確認し、データの疑義を解消してから申請することを手

順書に明記する。 

 当社が行う監査時に当社の要請により電力が自主検査中に検査装置を操作する必要がある場合

は、その都度検査装置へ不要な影響を与えないかを、電力に確認することを当社規定に明記し当

社監査員へ教育する。 

 

５．水平展開調査結果 

５．１ ４発電所およびそれ以外の発電所における検査装置等に対する水平展開調査結果 

 ４発電所における検査装置の放射能測定装置以外の各検査項目について、更に４発電所以外の検

査装置についても、自動運転による検査中に測定値に影響のあるエラーなどが生じた場合は確実

に検査が停止するようになっているかを、電力各社に調査確認していただくと共に、各社からそ

の確認結果と併せエビデンスも取り寄せ当社でチェックした結果、問題となるものはないことを

確認した。 

５．２ 当社の放射線計測システムに対する水平展開調査結果 

 当社の各事業部・本部（埋設、濃縮、再処理、安全・品質本部）が保有する放射線計測システム

を対象として、今回と同様な事象が発生する可能性があるかを確認するため、水平展開調査を実

施した。 

その結果、以下の通り当社において問題となるものはないことを確認した。 

・測定対象物を分割測定後に合算する放射線計測システムはないこと。 

・汎用プログラムとメーカ設計プログラムとを組み合わせている場合であっても、データ取得 

時のエラーにおける停止処理が適切になされること。 

 

 

 

 

６．今後の対応 

 当該廃棄体のうち既に埋設した廃棄体については、補正評価結果をもって速やかに既申請書の放射

能量、放射能濃度の値に対する評価書を規制庁に対し提出する。 

 当該廃棄体のうちスライスデータの欠損があり埋設センターに搬入済みで管理建屋に一時保管し

ている廃棄体 14本（敦賀 12本、伊方２本）については搬出元の発電所へ運搬後に確認申請を取り

下げる。 

 

７．おわりに 

本事象は当社埋設センターに埋設する廃棄体の放射能評価に関する不具合について、県民の皆さま

にご心配をおかけしたことを重く受け止め、今後、再発防止対策を確実に実施し、安全を最優先に取

組んでまいります。 

 

 

以 上 




